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(1)貸借対照表 

(2)注記表 



貸　借　対　照　表

令和7年  12月31日現在
株式会社　ピーエスアイ (単位：円)

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部
科        目 金　　　額 科        目 金　　　額

【流　動　資　産】 【 4,999,473,458 】 【流　動　負　債】 【 4,291,051,050 】

現 金 及 び 預 金 1,021,116,611 買 掛 金 302,954,802

受 取 手 形 88,530,468 未 払 金 44,831,192

売 掛 金 524,929,892 前 受 金 1,779,246,182

商品及び貯蔵品 299,572,485 未 経 過 前 受 金 2,066,619,969

関係会社貸付金 500,000,000 預 り 金 5,393,605

前 渡 金 1,059,369,723 １年以内長期借入金 20,004,000

未 経 過 前 渡 金 1,491,847,989 未 払 法 人 税 等 55,953,500

未 収 入 金 1,104,942 未 払 消 費 税 等 16,047,800

前 払 費 用 13,001,348

　

【固　定　資　産】 【 123,109,607 】 【固　定　負　債】 【 26,780,193 】

(有形固定資産) （ 39,315,858 ） 長 期 借 入 金 4,981,000

建 物 附 属 設 備 21,330,120 資 産 除 去 債 務 2,542,150

工 具 器 具 備 品 16,837,243 退 職 給 付 引 当 金 10,332,043

一 括 償 却 資 産 1,148,495 役員退職慰労引当金 4,998,000

預 り 保 証 金 3,927,000

負 債 合 計 4,317,831,243

(無形固定資産) （ 20,807,919 ） 純　　資　　産　　の　　部

電 話 加 入 権 2

ソ フ ト ウ ェ ア 3,066,917 【株　主　資　本】 【 804,751,822 】

ソフトウェア仮勘定 17,741,000 (資　　本　　金) （ 50,000,000 ）

(利 益 剰 余 金) （ 754,751,822 ）

(投資その他の資産) （ 62,985,830 ） 利 益 準 備 金 12,500,000

関 係 会 社 株 式 18,500,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 742,251,822

敷 金 34,915,920 別 途 積 立 金 500,000,000

繰 延 税 金 資 産 9,569,910 繰 越 利 益 剰 余 金 242,251,822

純 資 産 合 計 804,751,822
資 産 合 計 5,122,583,065 5,122,583,065負債及び純資産合計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

1．資産の評価基準及び評価方法 
 
(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品および貯蔵品・・・総平均法による原価法(収益性の低下に基
づく簿価切り下げの方法)を採用しておりま
す。 

 
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ・・・・時価法 
 

2．固定資産の減価償却の方法 
 
(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
  建物付属設備・・・3 年から 15 年 
  什器備品・・・・・2 年から 6 年 

        車両運搬具・・・・3 年 
※取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、 
一括償却資産として、3 年間の均等償却を採用ております。 

 
(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 
    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     ソフトウェア・・・5 年 
 
 (3)リース資産 
   所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産に 
   ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする 
   定額法を採用しております。 
 
3．引当金の計上基準 
 
(1)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく期末自己都合要支給
額に相当する金額から特定退職金共済給付額を控除した金額を計
上しております。 

 
(2)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。 

 
 
 
 
 
 
 



4．収益及び費用の計上基準 

商品の販売に係る収益は、主にセキュリティ商品等による販売で
あり、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っ
ております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧
客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時
点で収益を認識しております。 

保守サービスに係る収益は、主に商品の保守であり、顧客との保
守契約に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負っており
ます。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取
引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額
で収益を認識しております。 

 

5．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっておりま
す。 

 

6．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

            外貨建の債権、債務の本国通貨への換算基準 

           外貨建金銭債権、債務は期末日の直物為替相場により換算 

            

 
Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

   
1．関係会社に対する金銭債権
債務             

 

短期金銭債権 501,476千円 

長期金銭債権 －千円 

短期金銭債務 4,698千円 

 
 

Ⅲ 損益計算書に関する注記 
  

1．関係会社との取引              

売上高 47,093千円 

仕入高 －千円 

販売費及び一般管理費 76,361千円 

受取利息 1,012千円 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

(1)発行済株式の総数に関する事項 

株式の種
類 

前事業年度 
末の株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度 
末の株式数 

普通株式 1,000株 － － 1,000株 
 

 

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの 

        令和 8年 2月 25日の定時株主総会の議案として、当期の配当に関する事項を 

    次のとおり提案しております。 

決議(予定) 
株式
の 
種類 

配当金
の総額
(千円) 

配当の 
原資 

1株当たり
配当額
(円) 

 
基準日 効力 

発生日 

令和 8 年 2 月 25 日

定時株主総会 

普通 

株式 

54,487  

千円 

利益剰

余金 
54,487円 

令和 7年 

12月 31日 

令和 8年 

2月 26日 

 

 

Ⅴ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の原因別の内訳 

長期繰延税金資産   

 未払事業税 5,024 千円 

 商品評価損 885 千円 

 電話加入権 351 千円 

 資産除去債務 900 千円 

 退職給付引当金 3,660 千円 

 役員退職慰労引当金   1,770 千円 

繰延税金資産の小計 12,593 千円 

評価性引当額 △3,023 千円 

繰延税金資産（純額） 9,569 千円 

 

 

Ⅵ １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    804,751円 82銭 
１株当たり当期純利益     136,219円 25銭 

 

 


